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会社が公表しているものにない、この分析における独自の解析、独自の提案につい

て教えてください。 

ご質問ありがとうございます。以下では、東京エレクトロンに関する「現状（As Is）」「目

指す姿（To Be）」「差分解消」の分析において、会社が公表していない視点や方針に

基づく、この分析独自の解析・提案をまとめます。公表資料との比較により明確化し

た独自要素は、特にガイドライン Ver.2.0 に基づく「投資家視点の説明責任」「因果パ

スの提示」などに照らして重要です。 

 

❶ 「現状分析（As Is）」における独自の解析 

項目 公表資料にない独自の視点・評価 

知財の“けん

制力”評価 

単なる特許数ではなく、「他社特許への拒絶理由引用件数が多く、競

争他社の出願行動を抑制している（＝特許けん制力）」という知財ポ

ートフォリオの攻撃的・戦略的効用まで踏み込んで評価。 

知財×人的資

本の可視化不

足の指摘 

発明者報奨制度や人材育成制度は社内で明記されているが、それ

が ROIC などの財務指標とどうつながるかが開示されていない点を

問題提起（→Ver.2.0 の「意図する因果パス」不在を指摘）。 

非中核 IP の

未活用の可能

性の指摘 

コア以外の特許（レガシー技術、旧世代装置）にライセンシングやク

ロスライセンスの余地があるが、現在は手つかずであり、企業価値

創出の余地があると明示（ガイドライン 1.0 に沿った提言）。 

 

❷ 「目指す姿（To Be）」における独自の提案 



項目 公表資料にない独自の構想・視点 

知財 ROI/KPI の具

体的導入提案 

単なる研究開発費の多寡ではなく、「特許 1 件あたり営業キャッ

シュフロー」「IP のライセンス収入比率」など知財の経済的成果

指標を導入すべきという具体提案（IR 資料等には未開示）。 

サステナブル IP の

KPI 化 

CO₂削減貢献装置の数値目標（例：2030 年までに 300 件の「グ

リーン特許」取得）など、ESG に紐づいた IP 指標の数値目標は

未設定であり、これを独自に提案。 

装置データによる

SaaS モデル化の

推進 

稼働データ 4 万台分を収集・分析し、歩留まり最適化 SaaS サ

ービスへ転換という新しいビジネスモデルの方向性を提示（従

来は「Best Technical Service」として非 SaaS モデル）。 

IP＆Intangibles 専

門委員会の設置 

知財と無形資産のガバナンス強化として、「取締役会直下の横

断的専門委員会の新設」提案（会社資料には記載なし）。これ

は IP 投資のリスク・価値検証体制の構築を意味する。 

 

❸ 「差分解消戦略」における独自の提案 

項目 分析独自の提案内容 

赤字特許の売

却／ESG 債と

の接続 

「コアでない特許」を資産化し、IP-backed ESG 債として知財を金融

資産化する具体手段を提案（ESG 債×知財という構想は会社では

提示されていない）。 

地政学ダッシュ

ボードの導入 

特許侵害・輸出規制・地政学的リスクなどをリアルタイムで可視化し

取締役会に報告する「リスクダッシュボード」案（ガバナンス強化とし

て独自の IT 活用手法）。 

営業秘密・ナレ

ッジマネジメント

への着眼 

AI アルゴリズムやプロセス知識など特許以外の無形資産（ノウハ

ウ、データ）を営業秘密管理・社内ナレッジ資産として体系的に保

護・活用する方針（社内文書では未提起）。 

人材と IP の「因

果パス」の図解

的可視化 

投資家への説明責任を重視し、「IP 投資 → 知財資産化 → 差別

化製品 → 売上/ROIC 向上」など知財投資のアウトカムを因果で

説明するフレーム提案（ガイドライン 2.0 に則るが TEL 未公開）。 

 

総括：独自性の本質的価値 



東京エレクトロンはすでに世界トップレベルの技術・知財力・人材力を備えており、「守

りの知財」は完成されています。本分析が独自に提示しているのは、それをいかに**

「攻め」と「価値創出」に転化しうるか**という点において、以下のような実効的提案で

す： 

• 「IP の財務性」：ROIC やキャッシュフローとのひもづけ 

• 「IP の社会性」：CO₂削減貢献の数値開示とサステナブル価値の可視化 

• 「IP の組織性」：専門委員会設置とダッシュボード管理による経営統合 

• 「IP の収益性」：データ駆動 SaaS・クロスライセンス・知財金融化 

これらは東京エレクトロン自身の統合報告書・中期経営計画には含まれていない視

点であり、ガイドライン Ver.2.0 の思想に最も忠実に準拠した提案群であるといえま

す。 
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